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総合科学技術会議 

第８９回評価専門調査会議事概要（案） 

 

日 時：平成２３年１１月２９日（火）１６：００～１７：５７ 

場 所：中央合同庁舎４号館 共用第４特別会議室（４階） 

 

出席者：奥村会長、青木議員、今榮議員、大西議員、 

    浅見委員、阿部委員、伊藤委員、上杉委員、上野委員、尾形委員、 

    長我部委員、河合委員、来住委員、高橋委員、福井委員、松橋委員、 

    村上委員 

欠席者：相澤委員、本庶議員、白石議員、中鉢議員 

    飯島委員、長我部委員、中馬委員、中杉委員 

事務局：吉川審議官、大竹参事官、川本参事官他 

 

議 事：１．平成２４年度予算要求に係る国家的に重要な研究開発の事前評価 

      について 

    ２．その他 

 

（配布資料） 

  資料１   第８８回評価専門調査会議事概要（案）（机上配布のみ） 

  資料２   平成２４年度予算要求に係る「国家的に重要に研究開発の事

前評価」の調査検討について 

「日本海溝海底地震津波観測網の整備及び緊急津波速報（仮称）に係るシステ

ム開発」に係る資料 

  資料３－１ 評価に係る調査検討結果 

  資料３－２ 評価の視点（又は確認すべき事項）（メモ） 

  資料３－３ 評価検討会（第１回）資料（文部科学省） 

  資料３－４ 評価検討会（第２回）資料（文部科学省） 

「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」に係る資料 

  資料４－１ 評価に係る調査検討結果 

  資料４－２ 評価の視点（又は確認すべき事項）（メモ） 

  資料４－３ 評価検討会（第１回）資料（経済産業省） 

  資料４－４ 評価検討会（第２回）資料（経済産業省） 

「高効率ガスタービン技術実証事業費補助金」の事前評価に係る資料 

  資料５－１ 評価に係る調査検討結果 

  資料５－２ 評価の視点（又は確認すべき事項）（メモ） 

資料１ 
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  資料５－３ 評価検討会（第１回）資料（経済産業省） 

  資料３－４ 評価検討会（第２回）資料（経済産業省） 

 

（机上資料） 

  国の研究開発評価に関する大綱的指針   （平成２０年１０月３１日） 

  科学技術基本計画        （平成２３年８月１９日 閣議決定） 

 

議事概要： 

 

【奥村会長】それでは、定刻になりましたので、ただいまから第８９回の評価

専門調査会を開催させていただきます。各委員の皆様方におかれては大変お忙

しい中御参集いただき、まことにありがとうございます。 

 本日は、議題は１件でございまして、平成２４年度予算要求に係る国家的に

重要な研究開発の事前評価の御審議をお願いすることとしております。 

 ご審議の前に、新たにこの評価専門調査会に就任されます福井次矢専門委員

を初めに御紹介させていただきたいと思います。 

【福井委員】聖路加国際病院の福井と申します。前回欠席いたしまして、失礼

いたしました。 

 この会の趣旨に沿った貢献が少しでもできますように努力したいと思います。

どうぞよろしくお願いします。 

【奥村会長】また、渡邉浩之委員におかれては、１１月１８日付にて任期が満

了となりましたので、評価専門委員を御退任されましたので、あわせて御報告

いたします。 

 それでは、本日の議事に入らせていただきます。 

 初めに、事務局より配付資料の確認をいたします。 

【川本参事官】評価担当参事官をしております川本といいます。よろしくお願

いいたします。 

 それでは、私のほうから資料の確認をさせていただきたいと思います。 

 お手元に評価専門調査会第８９回議事次第という１枚紙を配付させていただ

いております。その中に配付資料ということで掲げさせていただいております

が、資料１及び２、これは共通に関わるものですが、それと、本日御審議をい

ただきます各研究開発課題に関わる資料ということで、資料３－１から３－４、

同じく資料４－１から４－４、同じく資料５－１から５－４ということで配付

をさせていただいております。 

 また、併せて、机上に大綱的指針と科学技術基本計画を配付させていただい

ております。 
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 なお、資料４－３、４－４、資料５－４につきましては、非公開情報を含む

ということで、メーンテーブルのみの配付にさせていただいております。 

 なお、傍聴者の方々にはそういった非公開情報を除いた形で資料をお配りさ

せていただいておりますので、よろしくお願いします。 

 以上でございます。 

【奥村会長】資料関係、よろしゅうございましょうか。 

 それでは、引き続きまして、前回の議事概要の確認をさせていただきます。 

 資料１でございますけれども、これにつきましては、既に先生方に事前確認

をしていただいていると思いますが、本日何か特別のことがございますでしょ

うか。よろしゅうございますか。 

 それでは、御承認をいただいたものとさせていただきます。どうもありがと

うございました。 

 それでは、本日の議題に入りたいと思います。 

 平成２４年度予算要求に係る国家的に重要な研究開発の事前評価についてで

ございます。 

 本日御審議いただく案件は３つございまして、「日本海溝海底地震津波観測

網の整備及び緊急津波速報（仮称）に係るシステム開発」、２件目が「超低消

費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」、３件目が「高効率ガス

タービン技術実証事業費補助金」３件でございます。 

 もう１件、「石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業費補助金」がございます

が、本件につきましては次回に御審議いただく予定にしてございます。 

 各評価検討会におきましては、この１０月から１１月にかけて、２回のヒア

リングを担当府省より行い、その内容について調査検討を行っていただいたわ

けでございます。本日は、この評価検討会において、取りまとめられました評

価結果原案について先生方に御審議をいただきます。 

 この評価専門調査会におきましては、この評価結果原案について御審議いた

だいて、評価結果案を取りまとめたいと思っております。取りまとめました評

価結果案は、次回の総合科学技術会議本会議に付議することになっておりまし

て、そこで御審議、決定をいただくという手順となります。 

 審議に先立ちまして、まずこれまでの調査検討の経過について事務局よりご

説明いたします。 

 それでは、事務局、お願いします。 

【川本参事官】それでは、お手元の資料２を御覧いただきたいと思います。こ

れに沿って今回の評価対象案件並びに審議の経過について御報告をさせていた

だきたいと思います。 

 今回の平成24年度予算要求に係る国家的に重要な研究開発、特に国費総額３
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００億を超える大規模研究開発についての事前評価の対象としましては４件、

先ほど奥村会長からご紹介がありましたが、となっております。 

 まず１件目が、１の（１）に掲げておりますが、「日本海溝海底地震津波観

測網の整備及び緊急津波速報（仮称）に係るシステム開発」ということで、文

部科学省が実施するものであります。 

 研究開発の概要につきましては、東北地方太平洋沖では引き続き規模の大き

な海溝型地震が発生し、今後も強い揺れあるいは高い津波に見舞われる恐れが

あると、そういった観点に立ちまして、東北地方太平洋沖にケーブル式の観測

網として、地震計、水圧計を整備するとともに、これを活用した高精度な津波

即時予測システムの開発を行い、それを社会実装していくといった研究開発で

ございます。 

 実施期間につきましては、平成２４年度から２６年度、概算要求額としまし

て、平成２４年度の概算要求額としまして約１９０億円、また、全体の国費総

額としまして約３２９億円、この中には平成２３年度補正予算要求分が含まれ

ております。 

 この事業の中身としましては、先ほど言いました２つに分かれておりまして、

観測網をハード面で整備するというのが約３２４億円、予測システムを開発す

るといったものが５億円といった内訳になっております。 

 ２つ目が「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」、こ

れは経済産業省で実施されるものであります。 

 研究開発概要につきましては、技術革新による消費エネルギーの飛躍的な削

減を図るという目的に沿って、光配線あるいは光素子の開発を行って、いわゆ

る電子回路と光回路をハイブリッド集積した光エレクトロニクスの実装システ

ム技術を実現していく為の研究開発であります。 

 実施期間につきましては、平成２４年度から３３年度まで、予算額としまし

ては、平成２４年度の概算要求額が約６０億円、国費総額が約２９１億円とな

っております。 

 次のページを御覧いただきたいと思います。 

 ３つ目が「高効率ガスタービン技術実証事業費補助金」ということで、これ

も経済産業省で実施されるものであります。 

 研究開発概要としましては、省エネルギーとＣＯ２削減という観点に立って、

LNG事業の高効率ガスタービン用の実証試験を実施していくものです。この中

身としましては２つに分かれておりまして、いわゆる大容量機、これは４０万

キロワット程度が想定されておりますが、これの世界最高水準の高効率化を目

指していくといったもの、もう一つは小中容量機の高効率化ということで、５

１％の熱効率化の実現を目指していくといったものでございます。これにつき
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ましては、これまで開発した技術をベースに、スケールアップによる実証試験

を行っていくといった形になっております。 

 実施期間につきましては、平成２４年度から平成３２年度ということで、平

成２４年度の概算要求額としましては、エネルギー特別会計の中で約２５億円

が要求されていると。また、国費総額につきましては補助率３分の１というこ

とで、約５３６億円でございます。 

 ４つ目が「石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業費補助金」ということで、

これも経済産業省で実施されるものであります。 

 研究開発概要としましては、革新的ゼロエミッション火力発電の実現を目指

すということで、１７万キロワット級の酸素吹石炭ガス化複合発電、いわゆる

酸素吹ＩＧＣＣというものでありますが、そういった技術の実証を第一段階で

行って、第二段階としまして、その設備にＣＯ２分離・回収設備を組み入れて

いく。また、第三段階としまして、そういったシステムにさらに燃料電池を組

み込んだ形での高効率な発電技術システムを実証開発していくといったもので

ございます。 

 ちなみに、この１７万キロワット級というのは、商用規模の３分の１のスケ

ールといった形になっております。 

 実施期間につきましては、平成２４年度から３３年度、予算額としましては

平成２４年度の概算要求額が１４億円、これもエネルギー特別会計の中で要求

がされております。 

 国費総額については、これは第一段階だけの数字でございますが、約３００

億円、第二段階、第三段階についてはまだこれから具体的な数字が計上される

というような予定になっております。 

 これらの経費につきましては、補助率３分の１ということで、その３分の１

の国費分が今申し上げた数字になっているというところでございます。 

 以上が評価対象案件の概要でございますが、これらにつきまして、これまで

評価に係る調査検討をしていただきました。 

 その評価方法として、３ページ目に載せておりますが、評価検討会を評価専

門調査会の下に設置するということで、評価専門調査会の専門委員の方、また

あわせて各評価対象に対応してそれぞれの分野の専門家の方に入っていただき

ました。 

 これらの人選につきましては、この評価専門調査会の場で事前に御了解いた

だきましたが、会長がその指名を行ったというところでございます。それぞれ

の各課題の検討会のメンバーにつきましては、そこに掲げたとおりでございま

す。 

 次のページを御覧いただきたいと思います。 
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 そうした検討会の場で調査検討を行っていただいたわけですが、その手順と

しましては、実施省から説明を受けまして、それに基づいて質疑応答、またそ

れぞれの委員の間で御議論をいただいたというところでございます。 

 実施者に対する依頼項目としましてそこに①から⑩ということで載せており

ますが、こういった項目についてそれぞれの省から説明をいただき、また補足

的に委員から出された質問に答えていただいたというところでございます。 

 検討会におきましては、（２）に掲げておりますが、ここに掲げた項目、こ

れは基本的な項目でありますが、科学技術上の意義とか、あるいは社会経済上

の意義、国際関係上の意義、計画の妥当性、運営等、そういった観点で御議論

いただきますとともに、それぞれの対象事案に応じた評価の視点というものを

御議論いただきまして、それに沿って検討を行っていただいたというところで

ございます。 

 このそれぞれの事案に応じた評価の視点というものにつきましては、資料３

－２、資料４－２、資料５－２として添付をさせていただいております。説明

は省略させていただきたいと思います。 

 それで、審議の経過でございますが、１０月１１日にこの評価専門調査会の

場で今申し上げた検討会を設置するということ、また今後のスケジュールにつ

いて御了解、御確認をいただいたところでありますが、評価検討会を第１回、

第２回と、そこに掲げている日程で開催しまして、今私が申し上げましたよう

なところで調査検討を行っていただいたところでございます。 

 本日がこの評価専門調査会ということで、先ほど会長から御紹介がありまし

た日本海溝海底地震津波観測網の整備の関係、超低消費電力型光エレクトロニ

クス実装技術の関係、高効率ガスタービン技術の関係、これを本日御議論いた

だくと。また、後ほど日程については御案内させていただきますが、石炭ガス

化燃料の関係につきましては１２月上旬に御議論いただくと。そこで御議論い

ただいたものを評価報告書の取りまとめとさせていただくといったところがこ

れまでの審議経過でございます。 

 私からの説明は以上でございます。 

【奥村会長】それでは、これから第１件目の事前評価に移らせていただきます。

文部科学省より提案されております「日本海溝海底地震津波観測網の整備及び

緊急津波速報（仮称）に係るシステム開発」ということで、この検討に当たり

まして、座長をお務めいただきました上杉委員より恐れ入りますが１５分以内

でご説明をいただきたいと思います。その後、ほかの先生方から１５分ほど時

間をとって御議論していただきたいと考えております。 

 それでは、上杉先生、よろしくお願いいたします。 

【上杉委員】かしこまりました。 
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 それでは、上杉から本件につきまして御報告をしたいと思います。 

 まず審議経過につきましては、先ほど事務局から御説明されたとおりでござ

います。私からは、対象事業の概要及び調査検討結果について御報告いたしま

す。 

 まず評価の視点についてでございますけれども、先ほど御紹介がありました

資料３－２を御覧いただきますと、最初のページに特にこのことに関しての評

価の視点が記載されております。１から４までございます。それぞれの中身に

ついては時間の都合上割愛させていただきますけれども、目標設定の妥当性、

マネジメントの妥当性、社会実装に向けた仕組み、観測網の整備についての計

画の妥当性ということをメーンの視点として御審議をいただきました。 

 それでは、事業の概要の説明でございますけれども、資料３－２を１枚めく

っていただきますと、色のついた紙で、これは前回の８８回でも出たかと思い

ますけれども、ざっと御説明いたしますと、日本海溝海底地震津波観測網の整

備ということと、もう一枚めくっていただきますと、そこで観測網を整備した

結果を受けて、緊急津波速報、仮称でございますけれども、そういうものに係

るシステム開発を行うという２つの題目がございます。 

 まず津波観測網の整備につきましては、実施期間は先ほど御説明がありまし

たように平成２４年度から２６年度にわたりまして、その下の図に書いてござ

います房総沖及び三陸沖北部、それを平成２４年度に観測網としてケーブル式

の観測網、これには地震計と水圧計が組になった形で配置されるというもので、

地震のみならず、津波をリアルタイムにはかるということができる方式でござ

います。これを整備する。それから、その先、２５年度、２６年度にわたって、

その他の４海域、海域につきましてはもう一枚めくっていただきますと、スケ

ジュール案のところに２４年度に房総沖・三陸沖北部、それから２５年度から

２６年度にかけて福島沖・茨城沖、宮城沖・三陸沖中部、十勝沖・根室沖、そ

れから海溝軸の外側というようなこの４海域についての整備をするということ

が計画されております。 

 それから、それを使いまして、緊急津波速報に係るシステム開発ということ

でございますけれども、こちらはそれらのデータをリアルタイムで測定するこ

とによって、津波の到来を従来より早く、具体的には３０秒程度ということだ

ったかと思いますが、緊急にそういうことを連絡することによって被害を食い

とめると。その場合に、この事業の中ではそれを実用化するためのいわばプロ

トタイプというようなものを開発して、これを社会実装といいますか、実験的

に配置して、将来的にこれを実際の緊急津波速報として実用化するということ

をねらっております。ということが概要でございます。 

 実施の体制としましては、津波観測網の整備は実質的には防災科学技術研究
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所が担当するということになっております。それから、津波予測システムの開

発については、これを公募で決定して研究開発を行うということになっており

ました。 

 そういう御説明を受けまして、２回検討会と申しますか、調査検討会を開か

せていただき、文部科学省から御説明をいただいて、その結果をまとめて総合

評価の原案をつくり上げております。 

 資料３－１をごらんいただきますと、その総合評価の原案が書いてございま

すので、それに沿って御報告をしたいと思います。 

 総合評価としましては、まず観測網の整備、これに関しての必要性あるいは

意義というものがどういうものであるかというのが１ページ目の中ほど以降に

書いてございます。将来発生が予想される海溝型巨大地震と、それに伴う津波

等の観測を充実していくことの必要性が指摘されているところから、東海・東

南海・南海地域では現在整備中のＤＯＮＥＴと称するシステム、地震活動等の

観測網の整備が進められて、その強化が予定されているのに対して、日本海溝

沿いではこれまでほとんど観測網の整備が行われていないということから、こ

の事業によってこれらの地域で地震活動等の観測網を整備することの必要性は

高いと評価をしております。 

 次に、津波速報に関しましては、この２ページ目の２パラ目から書いてござ

いますけれども、リアルタイム観測網で取得したデータを用いて、津波の高さ

でありますとか、到達時間等を正確かつ確実に速報として伝えるということが

津波による被害を軽減することに資するところが大であるということで、社会

的・経済的な観点から本システムの開発の意義は高いと評価しております。 

 さらに、開発されたこの緊急津波速報というシステム、これは将来的には津

波の多いアジア太平洋、インド洋海域等での被害が予想される国々にも適用さ

れるということが期待できるということで、国際的に津波監視体制への貢献と

いう面からも意義があると考えられます。 

 さらに、学術的な観点から申しましても、海溝型地震発生モデルに関する研

究等、国際的に地震学でありますとか地球科学をリードする研究が進められる

ことが期待されるということで、その意義は大きいというふうに考えておりま

す。 

 ということで、結論としまして、総合評価の結論としては、本事業は基本的

には実施の意義や必要性が高く、東北地方太平洋沖地震の震源域に隣接する三

陸沖北部と房総沖は、今後大規模な誘発地震の発生が懸念されることから、平

成２４年度に当該海域に観測網を整備することは、「緊急津波速報（仮称）に

係るシステム」を開発することと併せ、国として早急に取り組むべきものと判

断されると結論をしております。 
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 ただし、これにつきましては、以下に述べるような指摘事項を踏まえた対応

をお願いしたいということを述べております。 

 その指摘事項でございますけれども、まず１番目、観測網を整備する海域に

ついてということでございますけれども、先ほど述べましたように、平成２４

年度につきましては、三陸沖及び房総沖、これは三陸沖の北部、それから房総

沖については緊急性があるということで、平成２４年度に実施することは妥当

であるというふうに結論されましたけれども、その他２５年度以降に観測網を

整備する予定となっている４海域につきましては、必ずしもどこを先にやると

いう優先整備する順番、この必然性の度合いが必ずしもまだ明確ではないとい

うことが指摘事項として挙げられております。 

 そのために、これにつきましては、観測機器の仕様や日本列島周辺海域の全

体の観測網の整備の地域的優先順位というようなことも含めて、地震調査研究

推進本部から示された方針もございますので、それらを検討した上で、その優

先順位を明らかにした上で、どこを最初にやるべきかということを決めて観測

網の整備を進めるべきであるという御指摘を１点しております。 

 それから、②でございますけれども、緊急津波速報の実用化に向けて手順を

どうするか、その明確化についての指摘でございます。 

 先ほど申しましたように、この事業におきましては、津波情報を即時予測す

るようなシステムのコアとなりますアルゴリズムをプロトタイプとして開発す

るというところまででございますので、これを実用化するに当たっては、気象

庁に技術移転をするということになるわけでございますけれども、そのための

具体的な手順、これをはっきりさせる必要があるであろうということで、本事

業で開発した成果を確実に実用化に結びつけるためには、開発すべきアルゴリ

ズムに対する気象庁のニーズの把握とあわせ、技術移転プロセスについてあら

かじめ気象庁と合意をした上で明確にしておくことが必要であるという指摘を

しております。 

 また、これを活用する際に、その体制、地方公共団体等において速報を発す

るということになろうかと思いますけれども、それにつきましては具体的な目

と、その達成に向けた地方公共団体等の連携方法やシステムの活用方法等の手

順について、あらかじめ気象庁との連携をしっかりして明確にしておく必要が

あるという指摘をしております。 

 それから、３番目でございますが、事業の推進における的確なマネジメント

体制の構築が必要であるという御指摘でございます。 

 緊急津波速報に係るシステム開発、特にその点についてでございますけれど

も、その推進体制については、文部科学省を初め警報業務を担当する気象庁、

観測網の整備主体である防災科学技術研究所、海洋研究開発機構等が参加する
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ということで、大変多くの方たちが参加するわけでございますので、事業運営

委員会というのを設置して、システムの開発に向けた進め方などの議論、決定

を行うということになっておりますけれども、その運営に当たっては、あらか

じめ参加機関の役割分担を明確におくこと、それにあわせて、同委員会に方針

を決定する機能だけではなく、関係機関に対する調整機能というものを持たせ

る必要があるであろうと。 

 また、事業運営委員会は合議体の組織でありますので、責任体制、これが必

ずしも現状では明確ではないのではないかということで、最終的な責任をだれ

が負うかということについてもあらかじめ明確にしておくことが必要であると

いうご指摘をしております。 

 最後に、システム研究開発の実施体制でございますけれども、これを実施主

体であります中核研究機関や研究チームに対して、気象庁が既存システム等の

知見や技術協力を行っていくというようなことが必要だろうということから、

またその責任範囲がどこまでかというようなことをはっきりさせるべきだろう

ということで、システムの研究開発を開始するに当たっては、あらかじめこう

した点を明確にするとともに、特に研究開発システムの適用先となる気象庁に

対しては、システム開発の実効性を高める観点から、システム開発の中核機関

と開発チームによって構成される連絡調整会議の構成員として積極的にと申し

ますか、参画を求める等の対応が必要ではないかという指摘をしております。 

 調査検討結果は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

【奥村会長】どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいま御説明いただきました資料３－１、評価検討会の総合結

果、原案でございます。御意見、御指摘のある方、よろしくお願いいたします。 

【河合委員】ちょっと技術的なことで２つほど、それからあと、もうちょっと

ソフト面でもう１つ、大きく分けて２つ質問があるんです。 

 一つは、この今回の整備計画、非常に大規模なものなんですが、これはいき

なり実用になるような試験、そういうものが行われて、それできちんと有効性

が確認されているのかというのがどうもちょっと資料に見当たりません。それ

が一つです。 

 それから、もう一つは、これはケーブルで引っ張っていると。これは最初に

前回のときに見たときにすぐ思ったんですけれども、この間の大地震で海底ケ

ーブルが切れた、通信のためのケーブルが切れたという事故があったことが報

道されていたんですけれども、こういうケーブルを使うようなシステムでそう

いうような問題は大丈夫なのか。それが特に気になりました。 

 それから、もう一つは、西日本はＤＯＮＥＴというのが既に進んでいるので

今回の対象にしないということなんですが、資料３－４の２１ページを見ると、
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ＤＯＮＥＴは非常に小さいところに集中的に細かいデータをとるような格好で

配置すると。つまり、計測する目的、対象が相当違うものであると思われます。 

 それで、ＤＯＮＥＴは既に始まっているようですけれども、それがどういう

ふうに生かされていて、なぜそれと違うシステムになるのか。また、ＤＯＮＥ

Ｔの場合、非常に狭いところに集中させているのは、ある特定の理論によれば

そこが非常に重要なポイントで、そこを押さえれば全体の計測に役に立つとい

うようなことなんだと思いますけれども、そういう今までの地震学の知識、理

論というものが有効でなかったというのが３月１１日の教訓なわけで、その場

合、東日本にこれだけ大きいものが必要だったら、やはり西日本にもＤＯＮＥ

Ｔではないシステムが必要にならないのかと、それが心配になります。 

 技術的な面についてはそういうようなところです。 

 それから、ソフト面については、どのように計測したデータを生かすかとい

う、そういうアルゴリズムなどについて検討するようにという、そういう指摘

はあるんですけれども、さらにそれを住民に伝える部分についてどういうふう

に使うのかということについては、何か例えば今回の教訓などを生かして考え

られているのか、そこが非常に気になりました。 

 以上です。 

【奥村会長】座長のほうからどうぞ。 

【上杉委員】私からでよろしいでしょうか。幾つか御質問があったと思います

けれども、実用化というのはどちらのほうでございましょうか。観測網に関し

て、最初の御質問ですね。 

【河合委員】はい。 

【上杉委員】これはある程度開発が進んでいて、それをここに持ってくると。

たしか図も出ていると思います。敷設実験も行われていると聞いております。 

【上杉委員】資料３－４でいえば６ページにやり方も含めて書いてございます

けれども、これまでにこういう整備をしていくということが計画されていると

いうところで大丈夫ではないかと判断したところです。 

 それから、その下にも書いてありますが、切れるのではないかというご心配

がありましたけれども、少なくとも深海部についてはこういう形で、商用通信

ケーブル等もやっているので問題なかろうと。 

 それから、この間切れたというのは、当然私たちもそれが心配になって、質

問事項でありました。陸揚げするような場所で切れるというようなことがあっ

たようでございまして、それにつきましてはしっかり対応するというお返事を

受けております。 

 それから、これはある意味では、むしろ３－３の８ページに観測装置の写真

のようなものが出ておりますけれども、これがある意味でパラであって、それ
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がシリーズにつながっていくような形で、どれかが万一切れたとしても観測に

支障がないような形のものを配置するということを聞いております。 

 それから、ＤＯＮＥＴとの違い、これも配置の絵が、私たちもそれが議論の

中で当然話題といいますか、検討の中に入っておりまして、例えば資料３－３

の１３ページ、この辺で日本全体としてどういう配置をしているかという絵が

ございます。これを見まして、特に海域、それから日本海溝沿いについては現

在ほとんどない。 

 それから、先ほどお話があった点かもしれませんが、三陸沖の３カ所という

のが先日の、これはケーブル式ではありませんけれども、流失して結束してい

るというようなこともあるということで、ここら辺がピンクの枠で囲われたあ

たりが空域になっているということはおわかりになるかと思います。 

 それに対して、東海、東南海沖あるいは紀伊半島沖、室戸岬、この辺につき

ましては、当然大変心配になっているということもございまして、これは先ほ

どから出ましたＤＯＮＥＴをやっておりますけれども、この事業とは別にさら

にこれを強化するという方針が既に出ていて、気象庁、それからもう一つの海

洋研究開発機構、そこで整備が、ここはこれ以上しないということではなしに、

さらに強化をしていくという形で進められていると報告を受けております。 

 それから、津波通報に関してのソフト、まさにできたとしてもこれを住民に

最後にどうやって伝えるのかというところ、これも、先ほどの指摘事項にはそ

こも含めて実際にどうやって伝えていくかということをやるべしということが

指摘事項の中には含まれているという形になっていると理解しております。と

いうところです。 

【奥村会長】どうもありがとうございました。そのほか、御意見。 

 それでは、福井委員。 

【福井委員】全く素人ですが、期待される成果のところで、例えば現状より津

波警報などが３０秒早くなった場合に、どれくらい失われる人命あるいは物的

被害が軽減されるのかといったプレディクションというか、予測は行わないん

でしょうか。質問です。 

【上杉委員】定量的に何％助かるとか、それはここでは議論はされなかった、

また難しい問題ではないかとは思います。 

 それから、議論の中で物的損害ということも一時は出ていたのですが、この

報告の中には人的というところにとどめておりますのは、物的というのは難し

くて、例えば自動車が救えるかというような議論という細かい話になってしま

いますので、津波の発生が直接検知され、津波の高さ、波長等の正確な予測が

通報されることで少なくとも人命として十数分でも早ければ助かるものは随分

あるんだという議論にはなっておりました。 
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 ただ、では定量的に例えば前回の３・１１の地震であと十数分早く検知でき

ればどれぐらい救われたかというようなことについては、どういう行動をとっ

たかというようなことの評価はされているようですけれども、実際に十数分早

く検知すればどれぐらい救われたかというような定量的な検討はまだされてい

ないと思います。 

【川本参事官】河合先生のほうからあった点で若干補足させていただいてよろ

しいでしょうか。 

 まず、システムについて、すぐに実用段階に持っていくのかといった点につ

きましては、資料３－４の５ページをちょっと御覧いただきたいと思います。 

 今回、この事業の中で開発するのは、まずここの左側にあります津波の速報

につながるようなそういうプロトタイプのアルゴリズムが中心になるかと思い

ますが、そういったところを開発して、それを気象庁が持っている速報システ

ムに移転していくと。そこの中に適用させることによって実用化を目指してい

くというような段になっておりまして、そういう意味において、今回の評価報

告書の中でも気象庁との連携というところを強く指摘をさせていただいており

ます。せっかく開発したものがこういった実用場面で使えないということにな

るとちょっと困りますので、かなり最初の段階から気象庁とその辺のすり合わ

せをしていくといったことが求められるんじゃないかということで、そういっ

た形にさせていただいております。 

 それと、ＤＯＮＥＴと今回の東北沖の観測網の整備の関係でございますが、

先ほど上杉座長のほうから基本的なところは御説明がありましたが、その議論

の中で、東北海域すべてを今回整備する必要があるかといったところの必要性

については一番議論になったところでございまして、先ほどありました東南海

とか南海とか、そういった地域と比較してどうなのかと。そこはやはりきちん

と検討して、その上で考えるべきではないかと、そういう御議論がありまして、

この報告書の中でも、平成２４年度に整備を予定しています三陸沖北部と房総

沖については今後の地震の発生の可能性が高いということで、優先的に整備を

する必要があるということで整理させていただいておりますが、平成２５年度

以降に整備をする地域については、この資料３－１の（２）の①の中で指摘さ

せていただいておりますように、ここはやはり全体の計画の中で地域的優先順

位を整理して考えていく必要があるんじゃないかというようなことで指摘をさ

せていただいているところであります。 

 それと、地方公共団体の関係につきましては、これも先ほど上杉座長のほう

からありましたように、この資料３－１の（２）の②の「また」以下のところ

で、実際に地方公共団体で使えるようにしていくためのニーズの把握、あるい

はそれをきちんと使えるような形にしていくための連携方法とか、活用体制、
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活用方法、こういったところについても手順を示していく必要があるんじゃな

いかということで指摘をさせていただいているところでございます。 

【宮地参事官】すみません、ちょっと補足で、申しわけございません。 

 資料３－４の１ページを御覧いただきましたら、先ほどからちょっと議論に

なっております期待される効果ということで、地震に対しての効果、それから

津波に対しての効果ということで、３０秒、それから津波については十数分、

もう一枚めくっていただきまして、２ページのところでございますが、気象庁

のほうで３分で警報を出すということでございますが、今回、まだ３分のとき

に津波あるいは地震の正確なデータがとれなかったというようなこともござい

まして、警報についてはこのような矢印のところに書いてあるような改善効果

を期待しているということでございますので、ちょっと補足させていただきま

す。 

【奥村会長】ありがとうございました。 

 以上でございますが、よろしゅうございましょうか。河合委員。 

【河合委員】上杉先生、さっきはお答えありがとうございました。 

 それで、ちょっと確認したいんですけれども、資料３－４の実績に関して、

資料３－４の１１ページ、ここに書いてあるものはもう既に整備されて稼動し

ているものがここに書かれていて、ここの４、相模湾、ここが防災科学技術研

究所がつくったか、あるいはつくるもののようですけれども、それが今回整備

しようとしているもののプロトタイプになっているもののという理解でよろし

いんでしょうか。もしそれでちゃんと今までデータがとれているというんだっ

たら、先ほどの私の質問の実績とかそういうことに対する答えになるんだと思

うんですけれども。 

【上杉委員】その前のページをごらんいただきますと、１０ページの上のとこ

ろ、各機関がどういう観測をしたりということがあるかと思いますけれども、

そこに相模湾・平塚沖にケーブル式海底地震計・水圧計を整備、運用というふ

うに出ております。私の理解としてはこれは設置されているという理解でよろ

しいんですよね。ということだと思います。 

【奥村会長】ありがとうございました。 

 それでは…… 

【河合委員】すみません、やはりもう一つ。 

 最初の、本当に高額なものなので、いざ大地震が来たら使えなくなっちゃっ

たなんていったら絶対まずいと思うので、しつこいようですけれども、やはり

このケーブルが切れたときにどういう問題が起きるかというので、ここに書い

てある絵、資料に書いてありますけれども、沖に出て、その沖で何回か折り返

して、それで戻ってくると。これは明らかに、両側にありますけれども、一回
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ループして戻ってきてというのを幾つもつけるのに比べると脆弱性が高いと思

うんですね。何でこういうことになっているのかと。これが本当に最善のあれ

として計画されているのかというのをきちんと検討するような、そういう、ど

こに敷設するのか検討するようにというのはありましたけれども、これのジオ

メトリに関してもきちんと検討すべきというような、そういうのは必要なんで

はないかと思うんですけれども。 

【奥村会長】今の御提案は、この評価原案の中にそういう今、河合委員のおっ

しゃったような指摘をどこかに入れるべきだという御提案なのか、いかがでし

ょうか。座長のほうで御意見あれば。 

【上杉委員】一応私たちも先ほど申しましたようにその辺の心配はないかとい

うことで、大丈夫だというお答えはいただいておりますけれども、もしそうい

う御指摘があるのであれば、例えばそういう技術的なことについても十分検討

すべきであるというようなことを一行加えるようなことはいかがでしょうか。

そこまで入れる必要があるかどうか、事務局何か、それは一応大丈夫だという

お答えを受けて私たちはこういう書き方にしたんですけれども、指摘事項とい

うことになるとちょっと大げさなのではないかという気もしないではないんで

すけれども。 

【奥村会長】御趣旨は、地震があって破損されるおそれがある場合でもきちん

と機能することということを担保してほしいというのが御指摘といいますか、

内容ですよね。ですから、その御趣旨に合う表現をどこかに入れる必要がある

かということだと思うんですが、まず座長のほうのお考えをいただいて。 

【上杉委員】これは私たち見て、一応先ほどのリダンダントといいますか、シ

リパラでつながっているというようなこともあって、一応大丈夫ではないかと。

指摘というか、討論の中で議論はそこはいたしましたので、重ねてそれをすべ

きであるというようなところまで書くのは少し強いかなという気もしないでは

ございませんが、いかがでございましょうか。もちろんそこは何かの形で伝え

ることは可能だと思いますけれども、この文章にそこまで書き込むのはどうか

なという気はいたしますけれども、いかがでございましょうか。 

【川本参事官】資料３－４の７ページにそれぞれの観測網の特徴が整理されて

おりますが、今回のインライン型海底観測システムにつきましては、その運用

面でありますように、ケーブル両端を陸揚げするための冗長性といったところ

で、そういったところの配慮はなされていると理解しておりますし、また、こ

れ自体の有効性については確認がされていると理解しております。ただ、御指

摘があったところについては、もう一度確認した上で、そこについて言及すべ

きであるかということについては座長とも御相談させていただいた上で判断さ

せていただければというふうに思いますが。 
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【奥村会長】いかがでございましょうか、河合委員、よろしゅうございますか。 

【河合委員】はい。 

【奥村会長】それでは、ただいまの案件につきましてはそういう取り扱いにさ

せていただきます。 

 それでは、本件につきましては、基本的にこの原案を御承認いただくと。た

だし、河合委員御指摘の件に関してはなお検討させていただき、ある意味では

一任させていただくということでよろしゅうございましょうか。そういう条件

つきで評価原案を本日の評価専門調査会の案という形で御承認いただけますで

しょうか。よろしゅうございますか。ありがとうございます。 

 上杉座長及びこの検討に御参加いただいた先生方には大変短期間で忙しい中

まとめていただき、本当にありがとうございます。御礼申し上げたいと思いま

す。 

 それでは、若干時間が過ぎておりますけれども、引き続き第２件目、経済産

業省実施の「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」につ

きまして、初めに座長をお務めいただきました村上委員から評価結果の原案に

ついて御説明をお願いしたいと思います。恐れ入りますが、やはり１５分以内

でよろしくお願いしたいと思います。 

【村上委員】それでは、座長の村上から報告させていただきたいと思います。 

 審議経過につきましては先ほど事務局から説明があったとおりでございます。

私からは、対象事業の概要と調査検討結果につきまして報告をさせていただき

たいと思います。 

 評価の視点についてでございますけれども、資料４－２にございます評価の

視点を用いまして、目標設定の妥当性とかマネジメントの妥当性等、５つでご

ざいますけれども、これをベースにして議論を行いました。 

 事業の概要についての御説明をさせていただきたいと思います。資料４－３

の３ページをお開きください。こちらに本事業の概要について整理をしており

ます。 

 名称、予算、実施期間等は先ほど川本参事官から御報告がありました。 

 その下に背景・目的というのを整理してありますけれども、このクラウドコ

ンピューティング化が進展していくことによりまして、データセンターの機能

が飛躍的に高まっていくわけですが、データセンターで扱います情報の通信量

が指数関数的に増大してまいります。それに伴って、消費電力量も指数関数的

に増大していきます。横に電力消費量の予測がございますけれども、２００６

年から２０２５年で５．２倍、２０１０年からでも４倍になります。 

 こういうことがございますので、本研究開発プロジェクトを通じまして、機

器内の通信用の電気配線を光化して大幅な消費電力の削減を図ろうということ
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でございます。これが基本的な目的なわけですけれども、そのバックグラウン

ドにもう一つ大きな目的がございます。次の４ページの図を御覧いただきたい

と思います。 

 この図は、横軸に日本企業世界シェアをとっておりまして、縦軸に世界市場

規模をとっております。現在の半導体とかデバイスは、この図でいいますと左

上のほうに位置しておりまして、額は大きいのですが、シェアはそれほどでも

ない、苦戦しているところもあるという状況でございます。 

 それに対しまして、光関連技術は、右下に赤い楕円で囲ってありますが、右

下のほうにございます。非常に競争力があって非常にシェアも高いと。ただ、

まだ萌芽技術でございますので、市場規模は小さい状態であります。これを右

上のほうに持っていきたいという国際競争力戦略上の背景ももう一つございま

す。 

 次の５ページを御覧いただきまして、これは釈迦に説法でございますけれど

も、電気配線というのは、データの伝送量が大きいほど信号伝送の損失が大き

いということがございますので、伝送距離に比例しまして消費電力が指数関数

的に大きくなってまいります。５ページの右下に図がございますけれども、こ

のブルーの線のような挙動をするということでございます。 

 それに対しまして、光配線のほうは、データ伝送量が増大しても損失が一定

ですので、伝送距離に比例して消費電力が大きくはなりますが、増加が非常に

小さい、ほとんどフラットで変化していくということです。したがいまして、

大容量の伝送に対する対応が可能であるということで、従来比１０分の１の低

消費電力化・高速化を目指そうということがございます。 

 次の６ページをお開きください。従来のプリント回路基板によります電気配

線ですと、超高速信号伝送には１ミリピッチ程度が限界ですが、光配線を用い

た光電子ハイブリッド回路基盤ですと０．１ミリピッチの接続が可能でありま

す。これは下のほうに図がございます。電気配線の１００分の１程度まで小型

化することが可能だということでございます。 

 そういうメトリクスをもって、今度は１０ページをお開きください。左側に

ありますように大きく２つの目的があります。 

 一つは、光エレクトロニクス実装基盤技術の開発であります。ＬＳＩの間を

接続しますプリント基板及びＬＳＩチップと基板上の光配線をつなぎますイン

ターポーザに光配線を形成すると。これによりまして従来比１０分の１の低消

費電力化・高速化を実現するということです。 

 もう一つは、今の実装基盤技術を使いまして、そのシステム化技術を開発す

るということです。この実装基盤技術を応用してＬＳＩチップを実装してデバ

イス集積技術を実証するということでございます。これによりまして、小型
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化・高密度配線化を実現しますサーバー筐体間の接続用の中距離の高速通信光

インターフェース技術を確立するということでございます。これによりまして、

従来面積比で１００分の１以下の小型化・高密度配線化を実現しようというこ

とです。 

 事業開始になります平成２４年度につきましては、光エレクトロニクス実装

基盤技術とシステム化技術の要素技術開発、それと信頼性・歩留まり実証を可

能にします大口径のウェーハプロセスラインの構築等を実施する予定でござい

ます。 

 実施体制につきましては１６ページにございますが、基本的には民間部門と

学術研究機関が組成します共同研究開発体制で、そこがプロジェクトを推進し

ます。そのプロジェクトリーダーにプロジェクト推進に関する権限を大きく集

中しまして実効的な管理を行うこととされております。 

 続きまして、資料４－１を御覧いただきたいと思います。評価結果案につき

まして御説明させていただきます。 

 まず総合評価でございますけれども、３つの視点がございます。一つは、先

ほど申しましたように、今後、クラウド化が進展していきますが、この進展に

つれまして、データセンターを初めとする情報処理インフラの電力消費量は先

ほど申しましたように急速に増加してまいります。また、ＣＯ２の削減問題も

ございますし、今回の震災を受けましての電力消費量の削減も強く社会経済的

に求められております。 

 こういう中で、ＩＴ機器内の電気配線を光化することで、低消費電力で付加

価値の高い情報処理システムを提供するということを目指していきますこの事

業は、必要性が非常に高いと判断されます。 

 第二番目としまして、もう少し具体的に見ますと、ＩＴ機器間の光通信技術

が広く普及しております現在、光信号のままでプリント基板上及びＬＳＩに信

号伝送する技術が強く求められております。この事業で実施されます技術開発

は、従来のエレクトロニクス技術の延長では達成できない、より高速化・高信

頼化した情報処理システムの実現が期待されますことから、本事業によって開

発される技術の有効性は高いと判断されます。 

 ３番目に、これが社会実装されるためには、低コストで信頼性の高い光電気

変換素子ですとか、光配線との接続あるいは光導波路をプリント基板上に形成

する技術ですとか、光と電気の融合したシステムとしてのシステム全体の安定

性・信頼性の確保ですとか、大口径へのウェーハ上に作製されます光配線を搭

載したインターポーザの信頼性評価という今までにない評価技術開発等のブレ

ークスルーが求められております。かなり難易度の高い技術開発が必要であっ

て、リスクは非常に大きいということです。 
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 さらに、次のページにありますように、技術開発の要素が非常に広範囲であ

るということから、単独で実施するのは非常に難しい。多くの企業間の連携で

すとか、多くの要素技術の連携・統合が必要でございます。 

 このために、日本の国際競争力を維持するためにも、国が主導して取り組む

必要があると判断されます。 

 以上のことから、この事業は実施の意義あるいは必要性が高くて、国として

取り組むべきものと判断されます。 

 ただし、これから述べますような指摘事項を踏まえた対応をお願いしたいと

いうことでございます。 

 ４つございますが、第一は、光エレクトロニクス実装システム全体の目標、

マイルストーンの明確化と、同時に計画の柔軟な見直しの体制が必要だという

ことでございます。 

 この事業は、１０年という非常に長期に及ぶプロジェクトでありますことか

ら、国際競争の観点に立ちまして、プロジェクト全体としての目標を明確にす

ることは当然として、柔軟に計画の見直しを行っていくことが必要であります。 

 個別の要素技術につきましては定量的な目標が設定されておりまして、その

見直しを行うということも計画に織り込まれているわけですけれども、仕上が

りの製品イメージをもとにした最終目標あるいは中間目標に関しては、現段階

では示されておりません。このために、製品イメージに基づく最終目標を設定

するとともに、中間目標につきましても定量化できるようにしておく必要があ

るというのが第１点でございます。 

 第２点といたしまして、成熟した電子回路のプリント基板にこの技術を導入

するということを目指すわけですけれども、光の導入によりますメリットを生

かすシステムのアーキテクチャを設計して、その設計に基づく関連技術の目標

を設定することは重要であります。現段階では、光源技術ですとか素子の実装

技術などの具体的目標が示されておりませんので、それらを明確にする必要が

あります。 

 ３番目に、この開発した技術が実用化されるためには、コストの低減も重要

でございます。現在、そのコストについての目標が具体的には明示されており

ませんので、コストについての目標を明示しておく必要があります。 

 こういう設定した目標とか達成時期につきましては、国際的な技術開発の進

展を勘案しながら、必要な見直しを行いながら推進する必要があるということ

でございます。 

 ２番目のポイントは、プロジェクトの効果的・効率的な推進体制及び実施体

制の構築についてでございます。 

 民間部門と学術研究機関の共同研究体制を組成して、プロジェクトリーダー
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に権限を集中すると。事業化までの推進をその体制で行っていくという取り組

みは非常に適切なわけですけれども、プロジェクトの途中での評価結果に基づ

く目標ですとか運営体制等の見直しにつきましては、具体的な手順が現段階で

示されておりません。 

 という状況がございますので、経済産業省内の責任体制とあわせて、評価体

制と評価方法あるいは見直しにつなげるような手順につきましても公募をする

際に要件として提示する必要があるのではないかということ。 

 それから、研究開発を実施していきます上で、本事業の光エレクトロニクス

実装システムを社会に実装していくためには、光と電気の非常に深いレベルで

の融合がかぎになります。したがいまして、光技術の関係者だけでまとまって

やってしまうのではなくて、ＬＳＩですとかコンピュータのハードウエア、ソ

フトウエア、アーキテクチャ、ネットワークといった異分野の研究者、技術者

が一体になって課題を解決できる体制を構築していくことが重要であろうかと

思います。あわせて、これを使うサイドのデータセンター開発の実施主体とも

連携をしておく必要があります。 

 こういう視点につきましても要件に含めていただく必要があるのではないか

というのが２つ目のポイントでございます。 

 ３つ目のポイントは、出口戦略でございます。 

 この事業の最終的なメーンターゲットは、サーバー、スパコンになっている

わけですけれども、消費電力１０分の１にすることによりまして、サーバーに

おきましては現行比で仕上がりが約３割程度の省電力化を実現することを目標

としております。この目標の達成に向けまして、電子回路だけで実現する競合

技術があるわけですが、こういう競合技術ですとか海外でのプロジェクトの動

向を踏まえて、コストパフォーマンスでも勝負できるような形で実用化してい

く必要がございます。 

 また、第２点といたしまして、この技術の本質的な競争力を担保するために

は、海外企業が簡単にまねできないようなブラックボックス化を推進するとい

うことと、関連する企業が開発技術とか製品を利用しやすい形で提供できるよ

うなオープン化、このブラックボックス化とオープン化を並存させながら推進

する必要がございます。この事業につきましては、経済産業省で産業政策上の

施策を多様な形で準備しているということでございますけれども、単純な価格

競争に陥らないように製品の付加価値を高める等、戦略的な対応を検討してい

く必要があろうかと思います。 

 この事業は１０年という非常に長期にわたるものでありますので、将来にわ

たりましてデータセンターの国内外の立地動向についても明解な展望を持って

研究開発を推進する必要があるということでございます。 
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 第４番目は、知財と標準化への戦略的対応についてです。 

 知的財産権をこの新たに組成されます共同研究開発組織で一括管理するとい

う方針が示されており、それは適切だと思われますが、具体的な知財の管理あ

るいは運営の指針づくりにつきまして、参加する企業と十分協議して調整して

おくことが重要であります。 

 最後に、このプロジェクトで技術開発します成果を世界に展開していくため

には、諸外国での同種の研究開発プロジェクトの現状を分析して、今後の研究

開発の進展状況を踏まえて、国際標準化に向けて国際的なコラボレーションに

ついて戦略的に推進することが必要であります。 

 調査検討結果につきましての報告は以上でございます。 

【奥村会長】村上委員、どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいま御報告のありました評価結果の原案でございますが、御

意見、御質問等おありの方は挙手をお願いいたします。 

【上野委員】２点あるんですけれども、１点は、日本の今の強みを生かして強

者連合の体制をつくっていくというところ、それから異分野の研究者、技術者

が一体となる体制が重要であるというところはそのとおりだと思うんですけれ

ども、その体制をどのようにして構築しようしておられるのでしょうか。公募

でとありますが、技術研究組合等の形をとって企業がみずから適切な体制をつ

くって応募してくることに任せているというか、そういうことなのでしょうか。

こちらに書かれていらっしゃるとおり、実施体制の構築は非常に重要だと思い

ますし、また強者連合にしたり異分野の融合をしたりということは非常に重要

だと思うんですけれども、この体制はどういうふうにして担保していくと考え

ていらっしゃるのかということが一つ。 

 あともう一つは、評価調査検討結果の④のところで、国際標準化に向けて国

際的なコラボレーションについて戦略的に推進することが必要であるとあるん

ですが、知的財産権のあり方を技術研究組合等の中で考えるというところはそ

れでいいと思うんですけれども、国際標準化はその前の③のところにあるオー

プン化の戦略とあわせて検討するべきことで、そのときには、コラボレーショ

ンだけではなくて、日本のこのプロジェクトでつくっていくものを世界にどう

いうふうに採用してもらうかというような戦略的な動きとか、どちらかといえ

ば駆け引きのようなといったところが必要になってくると思います。もしかし

たらそういうことも含めての単語なのかもしれないんですが、ぱっとコラボレ

ーションとだけ聞くと、共同研究をしましょうとだけ読めてしまうおそれもあ

ったので、もしかすると違う言葉遣いのほうがいいのかなという気がいたしま

した。 

 以上の２点です。 
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【奥村会長】座長のほう、御意見ありますでしょうか。 

【村上委員】お答えさせていただきます。 

 最初のポイントですが、強者連合と言われましたか。私、強者連合と申し上

げましたでしょうか。 

【上野委員】いえいえ、ではないです。 

【村上委員】ではないですよね。これは決して、強者連合でやる研究開発では

ないと私は思います。むしろ今、追い詰められている領域があるわけですけれ

ども、その領域のブレークスルーをどうやって達成するかという問題意識でこ

ういうものが出てきていると思います。異分野の融合というのは、これはこれ

までの研究開発の推進に対する反省から出てきているメッセージなのですが、

さっきのプロジェクト・ポートフォリオ・マネジメント・チャートの左上の開

発というのはどちらかというと電気のチームがやってきた、右下の研究という

のはどちらかというと光のバックグラウンドを持った人たちあるいはその企業

がやっていくということで進んできましたと。 

 今回、光、電気のハイブリッドの技術を開発しようとしているわけですけれ

ども、それが単純に寄り合っただけじゃ無理なのではないですかという問題提

起は検討会でも非常に強く、繰り返し行われました。これを表現しているのが

異分野の深いレベルでの連携が必要だというポイントでございます。 

 こういうポイントを本理事会の指摘事項において指摘をさせていただきまし

たが、本検討会の研究開発はこれから公募が始まる研究開発です。ですので、

このポイントについて委員がおっしゃいましたような問題意識が伝わるような

公募をしていただきたいということをここで申し上げております。 

 ２番目の標準化につきましては、ここには書いてございませんけれども、こ

のデータセンターのエネルギー効率問題につきましては、国際的に大きな考え

方の対立がございます。今、データセンターのエネルギー効率につきましては

ＰＵＥという米国が提示してきております指標がございまして、これはデータ

センターで使われる電力、ＩＴ機器じゃなくてデータセンターの周りの電力の

使用効率を上げていけば上がるようなメトリクスになっています。 

 それに対して、日本が今提案していますのは、周りの電力だけじゃなくて、

ＩＴ機器のエネルギー効率も総合的に考えたメトリクスを持つべきだというも

のです。そういう指標でデータセンターの効率というのは議論すべきだという

提案を別途、この研究開発とは全然別のラインですけれども、行っております。 

 この光、電気のハイブリッドの研究開発が進んでいきますと、そういう日本

の主張についてもサポート要員になるような展開があり得るということで、日

本の戦略的なポジションを補強するものにもなります。そういうことも勘案し

ながらこの標準化については戦略的に展開すべきであるというような意味合い
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においてこの指摘事項を整理しております。 

 以上でございます。 

【奥村会長】いかがでしょうか。よろしゅうございましょうか。 

【上野委員】非常によくわかりました。 

 １つ目は、強者連合が重要と申し上げたわけではなく、また、別に何かいけ

ないとか、批判しているとかいうことではなくて、これだけ体制として今まさ

におっしゃっていたようにこういう人たちがいないといけない、光デバイス系

の人たちがいないといけない、サーバー系の人がいないと、こういう人がいな

いといけないということをこれだけ明確に定めておられて、オールジャパン体

制で研究開発を推進と書かれているときに、個人的な疑問として、公募に任せ

ていてこの体制ができるのだろうかというのがありまして、申し上げました。

ここまでこの体制が重要であるということであれば、公募しなければいけない

のであれば仕方がないんですけれども、何か違う形で体制を整えていくことも

できないのかと。【奥村会長】失礼ながら、この経産省の資料の４－３の１６

ページを御覧になっていただきますと、これは大学、民間団体に経産省が委託

をすると。事業者の採択及び必要に応じて事業の推進に当たっては云々と書い

てありまして、主体的に経済産業省でそれなりの適応性のある大学や企業を選

ぶというような、この資料によればそういう仕組みのように書かれております

が。 

【上野委員】適切なところから応募があるのだろうかとか、応募がなかったら

どうするのかとか、そういうことを考えると、公募だけではなくて、例えば積

極的に声かけをする、かつてのプロジェクトにはそういう方法を採ったものも

あったようなんですけれども、特に必要なところは、ぜひとも入ってほしいと

国のほうで選んで体制をつくってはどうかなど、ちょっとどこまでできるかわ

からないんですけれども、非常に体制が重要だということがこの資料でも、こ

ちらの資料でも書かれていたので、思いました。 

【村上委員】この研究開発は、先ほど申しましたようにこれから推進されるも

のです。今回、この総合科学技術会議の評価でこういう結果を残しておく、こ

れから本会議にかかるわけですけれども、残しておくということが委員のおっ

しゃいました懸念に対する担保になろうかと思います。 

【奥村会長】座長に私から申し上げるのはあれなんですが、最後の国際標準化

の４ページですが、最後の段落、「また」以下、ここは先ほどの上野委員のご

指摘も踏まえると、「省」を入れたほうがいいんじゃないかと。「成果を世界

へ展開していくために、経済産業省は」として諸外国の何とかを分析しと、技

術研究組合がやるんではなくて、経済産業省が行い、国際標準化に向けて国際

的なコラボレーションということで、行政がやるということを明示したらいか
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がかと。したがって、「経済産業省は｣という言葉を入れたらいかがでしょう

か。 

【村上委員】まさにそのとおりだと思います。先ほどの私のお答えもそういう

思いでお答えしております。 

【奥村会長】それでは、そのように。 

 それでは、よろしゅうございますか。すみません、時間が押しておりますの

で、手短にお願いしたいんですが。 

【河合委員】はい。今のに関係しているんですけれども、４番で国際標準への

戦略的対応というのが指摘があって、それが実は１番の全体の目標との関係と

いうのがちょっとよくわからなくて、世界的なシェアを上げて、なおかつ巨大

な産業にしようというのだと、どうしたって国際標準化というのが最終目標に

設定されなければ事業の意味がないように思うんですけれども、それが一番最

後の最後にちょこんとついているというのが何か違和感があるんですけれども。 

【村上委員】お答えいたします。 

 この分野は、私自身、発言もかなり気をつけてしているつもりなのですが、

非常に激しい国際競争の中で行われる研究開発です。その中でのこの知的な成

果の取り扱いというのは、先ほど申しましたように開示していくところとブラ

ックボックス化していくところがあり、ブラックボックス化していくところも

恐らく幾層かに分けて対応していく必要があるような非常にデリケートな領域

だと思います。 

 ですから、１では全般的なものを研究開発の目標を示し、その一つの側面と

して４で知財の重要性と国際標準化の重要性を指摘しております。これは順番

が４になっておりますけれども、決して低くレーティングしたから４番目にな

っているわけではございません。視点の順番でたまたま４番目になっておりま

す。その重要性につきましては恐らく並列的なものだと理解しております。 

【長我部委員】今の河合委員と同じ趣旨で標準化の書きぶりですが、チップ間

伝送になりますと我が国はＤＲＡＭとフラッシュのメーカーはありますが、Ｃ

ＰＵのメーカーがないので、そこも巻き込んだ標準化が必要で、かなり強力な

省庁主導の動きをしていく必要があると思います。その辺の書きぶりは非常に

重要かなということと、それから、指摘事項の最初のほうに書いてありますが、

１０年という長いプロジェクトなので、柔軟に内容を見直すことを強調するこ

とが重要だと思います。サーバー、スパコンの省電力という成果を書いてござ

いますけれども、サーバーとストレージとルーティングのロードバランスとい

うのは多分１０年たてば随分変わりますので、本当にどこに成果を出すかとい

うのは、要素技術やシステム技術の進歩を見ながら柔軟に考えていくという事

を強調されることが重要かと思います。 
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【村上委員】その点はこの検討会の議論の中でも繰り返し出てまいりました。

これは表現されているような文言になっていると思っておりますけれども、そ

の重要性は検討しました委員の間では共有されております。 

【奥村会長】よろしゅうございましょうか。 

 それでは、この国際標準化への対応のところで、もう少し国際標準化に向け

ては強い表現を入れるべきではないかというご指摘が３名の委員からございま

したけれども、この表現につきましては座長と私で相談して、御趣旨が生きる

ような形で受けとめさせていただきたいんですが、よろしゅうございましょう

か。それでは、そういうことで御了解いただいたものといたします。 

 ということで、引き続き大変タイトなスケジュールで恐縮ですが、第３件目

の案件でございます「高効率ガスタービン技術実証事業補助金」の審議でござ

います。 

 本件につきましては、松橋委員に座長をお務めいただきました。松橋委員よ

り評価結果について御説明をお願いしたいと思います。恐れ入ります、また１

５分以内でよろしくお願いいたします。 

【松橋委員】大変時間が押しているようでございますが、私から、それでは、

効率的にということで、資料５－１と５－２で御説明をさせていただきたいと

思っております。 

 資料５－２を御覧いただきまして、１ページ目の評価の視点は、これはほか

の事業の同じでございますので、割愛させていただきます。 

 資料５－２の２ページ目を御覧いただければと思います。 

 ２ページ目の絵でございますが、「高効率ガスタービン実証事業費補助金」

ということでございまして、内容は、そこの左側の四角に書いてございますよ

うに、省エネルギー及びＣＯ２削減の観点から、電力産業用高効率ガスタービ

ンの実用化技術開発のための信頼向上等を目的とした実証試験を実施するとい

うもので、内容は大きく２つに分かれておりまして、一つは大型のコンバイン

ドサイクルと言われるものを目途としまして、コンバインドサイクルといいま

すとガスタービンと蒸気タービンを組み合わせ、複合させまして、トータルで

高い発電効率を得るものですが、そちらのほうの特にガスタービンのほうをい

わゆる燃焼の温度を上げていくということで、①１，７００℃級ガスタービン

の実用化に必要なさらなる信頼性の向上を目的とした最先端要素技術を適用し

たシステムの実証等を実施することにより、大容量機、出力４０万キロワット

これはガスタービンで４０万キロワット程度で、蒸気タービンを含めますとコ

ンバインドサイクル全体としては６０万キロワット程度ということを目指して

おりますが、それ全体としては、送電端効率で５７％、これはＨＨＶ、高位発

熱量基準ということでございますので、もし低位発熱量基準ですれば６０％を
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超えてまいりますが、あくまでここは高位発熱量基準で発電効率５７％を実現

すると、こういうことを目指しております。 

 もう一つは、こちらのほうは今大容量、大規模集中型の発電で、今までの世

界最高水準の効率をさらに上げていくというものですが、②はやや中小型で、

そして効率のいいものを目指していくと。これは電源構成の場合は、ただひた

すら大きくて効率の高いものをひたすらつくっていけばいいだけではなくて、

いわゆる同時同量ということで、電力需要に等しいだけに発電を常にしていか

なければいけない、原則としてはそういうことになっておりますので、電力需

要の変化に応じて早い発電のほうの電力の対応が求められてまいります。 

 そうしたときに、小さいもので、小さいといってもそんなに小さくはないん

ですが、ガスタービンのようなものですと非常に機動的に発電量が調節できる

ものですから、上よりはやや小さいものですが、効率はかなりいいという、高

湿分空気利用ガスタービン、ＡＨＡＴというものを開発しておりますが、さら

にこれをスケールアップしていきまして効率を改善していき、その際の実用化

に必要な信頼性向上を目的とした技術開発を行っていくとともに、実証機によ

るシステム性能、燃料多様性等の検証を行い、中小容量機、出力１０万から２

０万キロワット程度、これを最終的には送電端効率、高位発熱量基準で５１％

以上ということを目的として研究開発をやってまいります。こういうことです。

この２本立てになっております。 

 右を見ていただいて、１，７００℃級ガスタービンは、ここに書いてあるよ

うに、今まで１，６００℃級というものは実現しているわけですけれども、た

かが１００度という言い方は非常によろしくなくて、１００度上げるときに、

高性能化のために、それからタービンブレードの冷却とか、それからギャップ

の調整とか圧損を減らしていくために、非常にいわゆる極限に近い要素技術、

研究開発、材料開発、そういったものが必要になっておりまして、ここに書い

ておりますようなさらなる技術開発をしないとこの１，７００℃級の５７％Ｈ

ＨＶのコンバインドサイクルのためのガスタービンというものはできませんの

で、それらを目指して開発を進めていくというわけです。 

 それから②のＡＨＡＴのほうですが、こちらは概念としてはコンバインドサ

イクルではなくて、ガスタービンだけなんですけれども、ここに圧縮機のほう

とそれから燃焼機にいわゆる高湿分という水蒸気が空気と混合したような形で

ガスタービンの中に入れまして、いわゆる作動流体の中に高温の水蒸気が入る

ことで仕事の量をふやしてあげて、ガスタービンだけで高効率を得ていくとい

う、そういう新しい技術でして、今回はこれをさらにスケールアップするとと

もに、長期的に信頼性を向上していく。そのためにさまざまな技術開発、燃焼

技術ですとか、そういったものを開発していくと、こういう事業になってまい
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ります。 

 ３ページ目をごらんいただきますと、その年度展開が書いておりまして、ト

ータルとしては平成２４年度から３２年度まで、９年間の事業でございまして、

最初の４年間は要素技術開発、個別の信頼性を検証していく。４年目から実証

機の設計に入り、５年目から実証機を製造、建設をしていき、最後の２年余り

で実証試験、検証をしていくと、こういう年度展開になってございます。 

 これに関する最終的な評価結果が資料５－１にまとめられてございます。 

 資料５－１の１ページ目をごらんいただきまして、最初の７行、８行は既に

申し述べたことですので、省略いたします。 

 ９行目から簡単に読んでまいりますが、化石燃料を使用する火力発電の高効

率化はＣＯ２の削減につながると。それから、我が国にとっても、世界各国に

とっても気候変動問題への対応という観点から必須の課題です。火力発電の中

で天然ガス火力発電は、単位発電電力量キロワットアワー当たりのＣＯ２排出

量が少ないクリーンな発電方式であって、またその資源もシェールガス等新し

い非在来型の資源も発見されておりますので、非常に貴重な燃料となっている。

我が国の現在の発電電力量の中で約３０％を占めております。 

 資源のほとんどを海外からの輸入に頼っている我が国において、今申し上げ

ましたシェールガス等の資源が発見されている天然ガスというものは非常に重

要で長期的に安定的な調達が見込まれることから、エネルギーの安定供給、セ

キュリティといった面からも天然ガスの高度利用を推進することは重要になっ

ております。 

 また、昨今の東日本大震災後の原子力発電の事故とか、そういった事情をか

んがみても天然ガスに対する期待はますます高まっていると、こういうことで

ございます。 

 それから、そこに書いてありますように、第４期科学技術基本計画におきま

しても、安定的なエネルギー供給と低炭素化の実現のため、火力発電の高効率

化に資する技術開発は重点的取り組みとして位置づけられております。 

 本事業は、これまで国のプロジェクトとして実施してまいりました実用化要

素技術開発及び実用化技術開発の成果をもとに、これまでも世界最高水準とい

うことを達成してまいったわけですが、諸外国と非常にしのぎを削っている厳

しい分野でもありますので、さらにそれを上げていくことでコンバンインドサ

イクルで５７％、ＡＨＡＴで５１％という効率、信頼性の検証、こういったも

のを行ってまいりますと。実現性は高いと考えられております。 

 しかしながら、大容量機向きの１，７００℃級ガスタービンは、先ほど申し

ましたように超高温環境下に耐える材料や冷却機構の開発等々、非常に極限の

技術開発を必要としておりますし、ＡＨＡＴにつきましては、さっき申しまし
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た水蒸気を入れていくということで、液滴によるエロージョン対策等、長期信

頼性を確保するためにはやはり非常に困難な技術開発が必要であって、国の支

援のもとで取り組む意義があると認められると。 

 そういうことで、本事業は実施意義や必要性は高いと認められまして、また

国際的に激しい競争下にありますことから、国として早急に取り組むべきもの

と判断されております。 

 なお、本事業の実施に当たっては、その指摘事項は以下のとおりとなってお

ります。 

 まず①でございますが、２ページ目の（２）の①でございますが、事業の開

発フェーズに応じた的確な計画の見直しについてということですけれども、さ

っきロードマップを御紹介いたしましたが、４年間要素技術開発をやっていき

まして、５年目から実証機を製造していくと。その９年間の中で、経産省にお

いては産構審の評価小委員会で３年ごとに中間評価と事業終了時の事後評価を

実施していくというふうにルールがなっておりまして、これとは別に、事業原

課が主体となって事業評価検討会を設置し、事業開始４年目、すなわち要素技

術開発が終了する段階で実証機をつくる前に中間評価を行い、補助率も含め事

業の見直しを行うというふうになっております。 

 そんなことで、その評価について、産構審の評価小委員会が実施する評価と、

この原課が主体となって評価する検討会との役割分担が少し明確ではないんで

はないかということで、これらの点を明確にしていただいて、４年目に行う中

間評価の具体的な評価項目、実施時期、実施方法、評価結果の事業見直しへの

反映手順等について、全体の事業計画の中で明確に位置づけてくださいと、こ

ういうことを指摘をしております。 

 これらについては、要素技術開発を開始するに当たって、事業実施主体を募

集する際の公募要領等も明示する必要があると。それから、中間評価に基づく

事業の見直しの一環として、補助率の見直しを行う際は、既に要素技術の開発

が基本的に終了していること、実証機については、実証試験終了後は運転する

と商用機として活用できるということがありますので、この点を考慮して補助

率をちゃんと設定してください。さらにいうと、８年目、９年目は検証段階で

は連続運転が行われ、燃料が投入されて、商用機と同様に電気がつくられて売

られていく、売電されるという、その収入が得られるということも可能性があ

りますので、この点も考慮して補助率を引き下げていく、あるいは事業費の計

画を売電も含めてきちんと見直していただくということが必要であるという指

摘をさせていただいております。 

 ②は、市場獲得ということでございますが、やはりこれは非常に重要な事業

でももちろんあります。国際的にしのぎを削っている技術開発の分野でもござ
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います。それとともに、日本国内の電気の需要がその政府等の見通し等を考慮

する場合に、それほどふえなくて、いわゆる国内ではリプレイスのところが重

要になってまいります。すなわち今ある発電所が閉鎖するそのタイミングで入

れかえていくときに、このような最新のものを導入していくということでござ

います。 

 それに際して、世界では、途上国を中心に電力需要が大きく伸びていくとこ

ろもありますから、国内だけではなくて、世界的な市場を見ながらこの国とし

て行った技術開発がちゃんと国益につながるように検討してくださいというこ

とです。 

 経産省によりますと、２０１９年において大容量機は年間５，０００億、中

小容量機では年間約４，０００億の市場が見込まれているとされておりますが、

本事業の実施を通じて、この市場をどの程度獲得していくのかという競争相手

を見据えながらの難しい見通しではございますが、ぜひその辺をもう少し深堀

りをしていただいて、市場調査、海外の技術開発動向、どこが我が国のメリッ

トになり得るのか、そこをターゲットをしっかりと見ていただき、競争相手、

機器、技術のセールスポイント、タイムスケジュール等を踏まえまして検討し

て示していく必要があると、こういうことです。 

 また、本事業で開発・実証される技術については、適用可能な産業の裾野も

広いことから、事業期間内であっても本事業の成果をガス火力発電の効率向上

だけではなく、例えば次世代の石炭火力発電技術であるいわゆるＩＧＣＣ、石

炭ガス化複合発電というものですが、これもガスになって以降のガスタービン、

蒸気タービンのところは天然ガスの技術と原則としては同じでございますので、

ぜひこちらで開発された技術は石炭ガス化複合発電の下流の発電のほうにもぜ

ひ生かしていただき、そちらにもシナジー効果を得ていただきたい。それから

耐熱材料、エンジン等の関連する産業へさらに展開していくことで本事業の成

果を最大限に発揮していただくことにも留意していただき、開発実証を進めて

いく必要があると、このような指摘をさせていただいております。 

 以上でございます。 

【奥村会長】どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの松橋座長の御説明の資料５－１につきまして、御質問、

御意見のある方は挙手をお願いしたいと思います。 

【大西議員】御説明ありがとうございました。 

 １つだけお伺いしたいんですが、この部門は発電ということですから、いろ

いろな方式があって、類似の方式だけではなくて、全然異質の原料とか方式で

競争が行われている分野だろうと、原子力発電とかいろいろな分野含めて。 

 その中で、次の時代で、最後のところで市場を獲得するということが大事、
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戦略的な取り組みという指摘をされているのは非常に大事な点だと思うんです

が、例えばＣＯ２の排出量とか、そういう重要な数値について、一定の目標値

なんかを決めて研究開発をするとか、そういうことが必要なのではないかとい

う気がするんですが、ちょっとオリジナルの提案をきちんとまだ読み切れてい

ないんですけれども、そういう点についてはどういう議論をされていたのか、

一定の数値目標みたいなものを置くべきではないかという気もするんですが、

いかがでしょうか。 

【奥村会長】松橋座長、いかがでしょうか。 

【松橋座長】いわゆるキロワットアワーあたりのＣＯ２原単位というものを特

出しにしてこの中で評価検討会において詳細に議論したということはございま

せんが、間違いなく原子力ですとかいわゆる非化石燃料の発電を除きまして、

化石燃料の中でもし比較をいたしますならば、間違いなく化石燃料の中では天

然ガスのコンバインドサイクルというものがキロワットアワーあたりのＣＯ２

原単位が最も低い発電技術であることは疑う余地がございません。 

 そして、この技術開発の方向としては、当然熱サイクルの基本的原理からい

きまして、温度を上げ、効率を上げれば上げるほど５５が５６になり、５７に

なっていくにしたがって、その分だけ５５が５７になればキロワットアワーあ

たりのＣＯ２原単位は端的にいいますと５７分の５５になってまいりますので、

ますます少なくなっていくということも明らかな事実でございますので、ここ

には数値というものは入れておりませんが、天然ガスの中ではこの方向で少し

でも技術が可能な限り極限まで研究開発を進めまして効率を上げていくという

ことが、間違いなくＣＯ２削減のためにも重要でありますし、化石燃料の中で

は、今申し上げましたことのほかに、供給の安定性とかもちろんＣＯ２、そう

いうものを総合的に見ますと、石炭、石油、天然ガスの中でも非在来型のシェ

ールガスやコールベッドメタン、そういうようなものも随時見つかっている天

然ガスというものをある程度は重要視して、ここに研究開発の注力をしていく

ということは十分な意義が認められるということで、その点については検討会

ではそういった方向になってございます。 

【奥村会長】ありがとうございました。 

 ほかに御指摘、御意見ございますでしょうか。福井委員。 

【福井委員】全くの素人の意見ですけれども、このようにコンペティティブな

分野で９年とか１０年というのは結構長いように思うんですけれども、専門家

の方々が御覧になっても当然これくらい時間がかかるプロジェクトというふう

に判断されているのでしょうか。 

【奥村会長】座長、いかがでございましょうか。 

【松橋委員】その点につきましては、検討会におきましても、まさにしのぎを
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削っている分野でもあり、何とかこれをもう少し短縮して実現できるものであ

れば、そのようにしていただけないかという要望もあり、指摘をしてまいった

わけですが、なかなかこういった大きな電力、エネルギー分野の研究開発、技

術開発というものは非常に時間がかかるものでございまして、それはこのガス

タービンに限らず、例えば燃料電池でございますとか、原子力発電、核融合、

そういったものについても数十年から１世紀、１００年というようなことを目

途にして営々とやっているということでございます。また、このガスタービン

についても、先ほども申し上げましたように冷却の仕方ですとか圧損を減らす

ための微細な設計、製作、そういうものの精度が本当に極限に近づいてまいり

ますので、そういう意味では限界に挑戦して機器を開発していくということで

すから、どうしてもそこに一定の時間がかかってくると、こういうことになっ

てくるということでございます。 

【奥村会長】ありがとうございました。 

 それでは、いかがでございましょう、いろいろ御指摘いただきましたが、座

長の説明のありました資料５－１の原案でございますが、よろしゅうございま

しょうか。 

 それでは、資料５－１を皆様方に御了承いただいたということにさせていた

だきたいと思います。 

 本検討会に御参加いただきました委員の皆様、またとりわけ座長の松橋先生

には大変ご尽力いただきましてありがとうございました。 

 それでは、本日用意いたしました３件の事前評価に係る審議をこれで終了さ

せていただきます。 

 今後、この評価結果案の取り扱いについて事務局より説明していただきます。 

【川本参事官】どうもありがとうございました。 

 それでは、先ほど修正を検討すべきと言われた点、また確認すべきと言われ

た点につきましては、それぞれの検討会の座長、また会長と御相談、その御指

示のもとで必要な修正等をさせていただきたいと考えております。 

 この評価専調として取りまとめていただいた評価結果案につきましては、冒

頭会長からお話がありましたように、次回の総合科学技術会議本会議に付議し

て、そこで御審議、決定いただくということで考えております。 

 そこで決定していただいた評価結果につきましては、総合科学技術会議議長

であります内閣総理大臣から実施府省、この場合は文部科学省と経済産業省で

ございますが、それぞれの大臣に通知をさせていただいて、研究計画あるいは

資源配分、そういったところに反映していただくというふうに考えております。 

 以上でございます。 

【奥村会長】ありがとうございました。 
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 以上で本日予定いたしました議事はすべて終了でございます。 

 なお、本日配付した資料につきましては公表することといたしますので、御

承知おきください。 

 今後の日程につきまして、事務局より説明がございます。 

【川本参事官】今回、３件の課題につきまして御審議をいただいたわけでござ

いますが、残り１件の「石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業費補助金」この

審議について、来週１２月７日でございますが、６時から７時ということで現

在考えております。また正式には別途通知をさせていただきたいと思いますが、

そういった予定で考えておりますので、先生方にはよろしくお願いしたいと思

います。 

 次々回につきましては、既に御案内を差し上げておりますが、１２月２１日

水曜日でございますが、１時半から４時ということで、議題につきましては、

事後評価、これまで事前評価を実施してきた研究開発のうち、事業が終了して

事後評価を行う必要があるものが、今回２件ございます。「Ｘ線自由電子レー

ザーの開発供用」と「南極地域観測事業」に係る事後評価、これを中心にご議

論いただくということで開催を予定しております。 

 なお、当日は、該当案件につきまして実施府省でございます文部科学省から

事業の概要及び同省における評価結果等についてヒアリングをさせていただく

というような予定で考えておりますので、こちらもよろしくお願いしたいと考

えております。 

 以上でございます。 

【奥村会長】ただいま事務局から報告がありましたように、次回は残り１件の

大規模評価の御審議をお願いいたします。また、次々回におきましては、今度

は大規模研究の事後評価を２件用意しておりまして、御紹介ありましたように、

「Ｘ線自由電子レーザーの開発供用」「南極地域観測事業」２件でございます。 

 これは９月の評価専門調査会におきまして実は「Ｘ線自由電子レーザーの開

発供用」につきましては事後評価の進め方について御報告いたしましたけれど

も、南極の事業につきましても同様な進め方を考えてございます。 

 具体的には、評価検討会をまたつくりまして、そこで御検討いただいたもの

を評価専門調査会で御審議いただくと、このプロセスを考えてございまして、

そこに御参加いただく委員の方々及び外部の招聘者につきましては、座長でご

ざいます私に一任をお願いしたい。また、恐れ入りますが、これに御参加いた

だくよう私のほうからお願いします委員の方には、ぜひ御快諾をお願いしたい

と思います。 

 ということで、以上をもちまして本日の議事はすべて終了させていただきま

す。 
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 御協力まことにありがとうございました。 

－了－ 

 


